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いまこそ、政策法務の真価がためされるとき！！

地域主権時代の条例づくりに求められるものとは何か。
自治体の課題解決・政策実現のため、自治体職員が
身につけるべき政策法務の極意と手法を伝授する。

本書の特色

著者紹介

政策法務に関して実務上の手法を解説するだけでなく、
政策法務を考えるにあたり必須条件となる法理論・法哲学についても解説。
その場限りではない、応用力のある政策法務を身につける解説書として最適。

応用力のある政策法務を身につけるための解説書

地域主権改革推進3法など、改正・新規制定が相次ぐ法令への対応のほか、
自治体財務、地方公務員制度改革など、現在自治体が直面している
課題への対応について政策法務の側面から解説。

自治体が直面する課題対応と政策法務の関わりを詳解
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　自治体の組織・事務などを取り巻く法制度、財政や社会経済情勢は大きく変わってきているし、2009年の政権
交代以降は、改革の質と方向、スピードが大きく変わってきているように感じられる。地域主権改革推進3法案が
国会に上程され、いよいよ自治体における政策法務の真価が試されるときが来た。
　これまで、政策法務論を進めるときに、よく｢法に使われる職員｣から｢法を使いこなす職員｣への転換が語られ
てきたように思われる。しかし、その ｢法を使いこなす｣目的が、｢住民のために｣ではなく、これに反した ｢自治体
当局のために｣なっていないだろうか。
　こうした考えから、本書では、住民による自治体の統制、条例における救済規定の重視、政策法務における哲学
の強調をかなり意識した。この点が、類書と違う点であろう。
　自治体の政策法務論の発展にとって本書が少しでも役に立てたならば、と願っている。
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